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Lアラート（公共情報コモンズ） 
避難情報の活用 
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総務省・FMMC合同訓練に参加 
テスト用サイトを用意 
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① 発令の理由が入力されていない 
② 発令ごとにドキュメントが分かれている 
③ 解除が発令で入力されている 
④ 対象の総数が入力されていない 
など、まだ慣れていないところも散見。 

※詳細は第12回公共情報コモンズ運営諮問委員会発表資料参照 
 http://www.fmmc.or.jp/commons/committee/document/commons_advisory127.pdf  

http://www.fmmc.or.jp/commons/committee/document/commons_advisory127.pdf


Lアラート（公共情報コモンズ） 
今後への期待 

・日頃からの訓練 

・避難情報の早期の全国的な網羅 

・ライフライン事業者の情報 

・避難所開設情報の普及拡大 
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東日本大震災の被災地からの検索数 
でわかる人々が求める情報 

 

・特定の日に検索数が上昇したもの 

3月11日：断水、水道、ガス、停電、○○電力、運行情報、災害伝言ダイヤル 

3月12日：給水、○○配給、電話不通、○○炊き出し 

3月13日：ガソリン、バス、風呂、銭湯、温泉 

3月14日：ヨークべニマル、イオン、ダイエー 

3月15日：○○空港、高速バス 

 

・常に検索数の多いワード 
県庁、市役所、役場、地元放送局、地元新聞社、県教育委員会、学校、県警、
各警察署、道路情報、地元主要交通機関 

 

※その他に、地元の公的機関や放送局が安否情報・避難所名簿を発表していると
の情報が広まると安否情報・避難所名簿の検索数も上昇 

 
http://searchblog.yahoo.co.jp/2011/09/post_125.html  
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http://searchblog.yahoo.co.jp/2011/09/post_125.html


避難所開設情報 
99％の自治体が有効と回答 

【1】 避難所開設情報を地域内住民及び観光やビジネスで訪れた方に周知することは、
対象者が避難するにあたって有効だと思いますか。 

【2】「いいえ」と回答した自治体からのコメント 
避難所開設情報の対象者は、地域内住民であり、その他観光やビジネスで訪れた方は、 
帰宅困難者・滞留者の分類になると考えるので、一時滞在施設の開設情報として、分け
て考える必要がある。 

99% 

1% 

はい 

いいえ 
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